
正当な理由 

 

（１） 居宅介護支援事業所の通常の実施地域に、特定事業所集中減算の対象となるサービス事業所

が、サービスごとでみた場合に５事業所未満である場合。 

事業所数については、各々の判定期間の最初の月の初日で判断するものとします。   

（２） 特別地域居宅介護支援加算を受けている事業者である場合 

（３） 判定期間の１月当たりの平均居宅サービス計画件数（給付管理を行った件数）が２０件以下

であるなど事業所が小規模である場合。 

（４） 判定期間の１月当たりの居宅サービス計画のうち、それぞれのサービスが位置づけられた計

画件数が１月当たり平均１０件以下である場合。 

（５） 利用者の希望等を勘案した結果、特定の事業者に集中していると認められる場合。 

当該理由を記載するほか、居宅サービス計画を作成する際の利用者への訪問介護等のサー

ビス事業所の紹介方法も併せて判定様式の正当な理由の欄に記載してください。この場合、

利用者が適切に訪問介護等のサービスが選択・決定されたことがわかる書面【挙証資料】（利

用者が当該訪問介護等サービス事業所を選択した理由等が記載されており、利用者の署名・

捺印があること）の写しを必ず提出してください。提出された挙証資料の内容によっては、

挙証資料の追加提出を求める場合や個別のヒアリング等を実施する場合があります。 

       利用者の心身の状態等から利用者自身が署名・捺印することが困難である場合は、当該利

用者の家族等の署名・捺印で差し支えありませんが、利用者の家族等が署名・捺印した理由

を記載してください。 

       なお、過去に利用者の署名・捺印のある書面の写しを提出している利用者（県への提出分

は除く）は、新たに当該書面を提出する必要はありませんが、判定期間の利用者全員の一覧

表を作成し、当該利用者名の横に“挙証資料提出済”と記載のうえ提出してください。 

また、既に契約が終了した利用者についての挙証資料の提出は不要ですが、判定期間の利

用者一覧表の当該利用者名の横に“契約終了年月日”を記載のうえ提出してください。 

（６）休廃止した居宅介護支援事業所から、判定期間内において、利用者の引継が行われた場合。 

当該引継に関係なく８０％を超えている場合は、他に正当な理由がなければ減算の対象とな

ります。 

（７） 判定期間中に、新規指定を受け、又は再開、休廃止した場合。 

  （８）「過疎地域自立促進特別措置法」（平成１２年法律第１５号）により過疎地域の指定を受けて

いる地域に所在する事業者である場合。 

 

 

   ※正当な理由の取り扱いについて 

    「正当な理由」の取り扱いについては、変更する場合がありますので、取扱いを変更した場合

は、その都度各指定居宅介護支援事業所あてに通知します。 

 

 

 

 

 

 


